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事業数 事業数

市民協働部 3 419,230 千円 3 258,500 千円

子ども家庭部 1 5,280 千円 1 5,000 千円

環境経済部 2 218,759 千円 1 103,409 千円

都市整備部 1 302,190 千円 1 301,700 千円

学校教育部 1 61,000 千円 1 58,000 千円

合計 8 1,006,459 千円 7 726,609 千円

3

1

5

4

2

令和７年度部局別新規事業査定状況

部局室名
要求状況

頁
要求額 査定額

査定状況



1
防犯対策事業
（街頭防犯カメ
ラ設置事業）

市
民
協
働
部

く
ら
し
安
心
課

誰もが安全で安心な住みよい地域
社会の実現に向け、街頭防犯カメ
ラを設置し、地域における犯罪発
生の抑止、体感治安の向上を図
る。

犯罪抑止の向上に向け、これまで
設置が進んでいなかった市街化区
域や住宅街など、市内全域に、街
頭防犯カメラの増設工事を行う。

382,430 千円 221,800 千円

2
犯罪被害者等支
援事業

市
民
協
働
部

く
ら
し
安
心
課

令和７年４月１日施行予定の
「(仮称)越谷市犯罪被害者等支援
条例」に基づき、犯罪被害者等に
必要な支援を行うことで、犯罪被
害者等の権利利益の保護及び被害
の軽減や回復を図る。

「（仮称）越谷市犯罪被害者等支
援条例」に基づき、犯罪被害者等
が日常生活及び社会生活を再び円
滑に営むことができるよう、見舞
金の支給などの支援を行う。

1,000 千円 1,000 千円

3
川柳地区セン
ター・公民館整
備事業

市
民
協
働
部

市
民
活
動
支
援
課

地域コミュニティ、生涯学習、地
域福祉、防災救援の４つの機能に
地区まちづくり事業の推進と行政
サービスを加えた施設として、市
内１１番目の大型館となる、新た
な川柳地区センター・公民館を整
備する。

川柳地区センター・公民館の施設
機能について、地元住民の意見等
を踏まえ、基本設計・実施設計等
を令和７年度・令和８年度の２ヵ
年で実施する。

35,800 千円 35,700 千円

計 419,230 千円 258,500 千円

事業内容

市民協働部（3事業）

査定額

令和7年度事業費

要求額
No. 事業名

　
部
局
室
名

課
所
名

事業目的
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事業内容
査定額

令和7年度事業費

要求額
No. 事業名

　
部
局
室
名

課
所
名

事業目的

4 児童館改修事業

子
ど
も
家
庭
部

青
少
年
課

既存の児童館２館を改修し、こど
もの居場所としての機能充実を図
る。

令和７年度は、改修工事に向け
て、児童館の新たな機能について
の調査を実施する。

5,280 千円 5,000 千円

計 5,280 千円 5,000 千円子ども家庭部（1事業）
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事業内容
査定額

令和7年度事業費

要求額
No. 事業名

　
部
局
室
名

課
所
名

事業目的

5 水辺活用事業

環
境
経
済
部

経
済
振
興
課

官民連携による大相模調節池の水
辺活用（水辺ｄｅベンチャーチャ
レンジ）に取り組み、にぎわい及
び創業希望者等のチャレンジの場
の創出を図る。

「元荒川／大相模調節池(越谷市)
水辺ｄｅベンチャーチャレンジ」
の事業計画に基づき、県及び民間
事業者が実施する施設整備と連携
し、周辺環境の整備等を行う。

192,759 千円 103,409 千円

6
田んぼダム推進
事業

環
境
経
済
部

農
業
振
興
課

越谷市の浸水対策の１つとして、
スマート田んぼダムの整備を推進
する。

対象地域にある田んぼにICT化さ
れた給排水装置を設置し、遠隔操
作による給排水口の開閉を可能に
する「スマート田んぼダム」を整
備する。

26,000 千円 0 千円

計 218,759 千円 103,409 千円環境経済部（2事業）
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事業内容
査定額

令和7年度事業費

要求額
No. 事業名

　
部
局
室
名

課
所
名

事業目的

7
公共交通事業
（公共交通運賃
補助事業）

都
市
整
備
部

都
市
計
画
課

高齢者への運賃補助を実施し、公
共交通の利便性向上と利用促進に
取り組み、公共交通の維持・充実
を図る。

高齢者を対象としたキャッシュレ
ス決済による運賃補助事業を実施
し、福祉的支援に取り組むととも
に、デジタル技術を活用して公共
交通の利便性向上を図る。

302,190 千円 301,700 千円

計 302,190 千円 301,700 千円都市整備部（1事業）
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事業内容
査定額

令和7年度事業費

要求額
No. 事業名

　
部
局
室
名

課
所
名

事業目的

8
特別教室等空調
設備設置事業

学
校
教
育
部

学
校
管
理
課

夏場の熱中症対策を行うことによ
り、教育環境の改善を図る。

小中学校の特別教室等へ空調設備
を設置する。令和７年度は、PFI
手法の導入可能性調査を実施す
る。

61,000 千円 58,000 千円

計 61,000 千円 58,000 千円学校教育部（1事業）
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